
●  SHOKO CHUKIN BANK

財務ハイライト

適正なリターンを確保し、持続的な成長を行っていくことで、与信費用等を十分にカバーする利益を確保するよ
う努め、継続的に資産効率・資本効率の維持・向上を目指します。収益性、健全性とのバランスや将来に向けて必
要な戦略的投資を考慮しつつ、株主の皆さまへの安定的な配当と還元の充実を図ってまいります。

■ 2022/9期の業績のポイント

2022年9月期決算

●	コア業務粗利益は、業務粗利益から国債等債券損益を控除。
●	実質業務純益は、業務粗利益から経費を控除。
●	コア業務純益(一般貸引繰入前)は、実質業務純益から国債等債券損益を控除。また、同項目に含まれ
る投資信託解約損益はいずれの期においても該当なし。

●	不良債権処理額には一般貸倒引当金戻入益を含む。
●	ROE：純資産は期首と期末の平均により算出。
●	不良債権比率：	Ⅳ分類額控除後の不良債権の総与信残高に占める割合。

2020/9期 2021/9期 2022/9期 前年同期比

業務粗利益 510 598 641 43
資金利益 472 518 534 16
役務取引等利益 30 36 42 6
特定取引利益 3 26 55 28
その他業務利益 4 16 9 △7

コア業務粗利益 508 586 640 54
経費（△） 366 330 344 14
実質業務純益 144 267 296 29
コア業務純益（一般貸引繰入前) 142 255 295 40
一般貸倒引当金繰入額（△）（a） 21 ― 1 1
臨時損益 △48 △4 △80 △75
不良債権処理額（△）（b） 31 △12 67 79

経常利益 74 262 214 △47
特別損益 20 1 △0 △1
法人税、住民税及び事業税（△） 16 27 61 34
法人税等調整額（△） 16 47 5 △41
中間純利益 62 189 147 △42

与信費用（a）+（b）（△は戻入益） 53 △12 68 80
ROA（中間純利益ベース） 0.10% 0.29% 0.23% △0.06%
ROE（中間純利益ベース） 1.29% 3.87% 2.99% △0.87%
総自己資本比率 12.34% 12.85% 13.06% 0.21%
普通株式等Tier1比率 11.63% 11.82% 11.55% △0.27%
不良債権比率 2.7% 2.5% 2.6% 0.1%

決算ハイライト 単体ベース（以下同様）

業務純益 296億円
純利益 147億円
ROA 0.23％
ROE 2.99％

収益性

総自己資本比率 13.06％健全性

OHR 53.7％効率性

●	資金利益は貸出金平均残高が引き続き
増加していること等から、前年同期比16
億円増加。

●	また、シンジケートローンやデリバティブ
契約の増加等から、役務取引等利益、特
定取引利益が増加。

●	全体では前年同期比43億円増加の641
億円。

業務粗利益

前年同期比 +43億円

●	与信費用は、倒産件数が増加傾向にあ
ること等から、前年同期比80億円の負
担増加となり、68億円を計上。

与信費用

68億円を計上

経費

●	戦略投資にかかるシステム関連費用
が増加する等、物件費の増加等によ
り、前年同期比＋14億円の344億円。

●	OHRは53.7％と、経営改革により構築
した経費構造をベースに引き続き業務
合理化を実施。

前年同期比 +14億円

人件費	前年同期比	＋1億円
物件費	 同	+10億円（ 　 ）

（単位：億円）
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プロパー融資（危機対応以外） 危機対応融資

72,377

24,369

71,187
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70,524

24,716

96,74796,07895,240

　2008年10月1日以降、災害発生や経済・金融秩序の混乱等の危機時に対応するため、危機対応体制が構築されてい
ます。商工中金は中小企業・中堅企業等に対し、危機対応のための融資を実施する指定金融機関※として定められてい
ます。これを受けて商工中金は、世界の経済動向に大きな影響を与えている新型コロナウイルス感染症に対する危機対
応業務を2020年3月より開始し2022年9月に受付を終了しました。危機対応融資全体の実績は、制度創設以降、2022
年9月末日現在、259,903件、15兆1,188億円となり、新型コロナウイルス感染症関連の実績は、39,295件、2兆
7,586億円となりました。
※	申請する金融機関の内、一定の基準を満たすものを主務大臣が指定（商工中金と日本政策投資銀行）	
主務大臣が危機を認定した場合には、日本政策金融公庫からのリスク補完等を受けて、貸付等の「危機対応業務」を実施

危機対応業務の取組み

貸出金残高・危機対応融資の推移
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債券 預金、譲渡性預金

37,226 35,425 35,127

61,99361,743 63,576

■ 自己査定の取引先区分別残高

※		自己査定対象債権は、金融再生法に基づく開示対象債権と同一の基準にて開示。金融再
生法に基づく開示対象債権は、貸出金のほか、商工中金保証付私募債、外国為替、支払承
諾見返や未収利息、仮払金など貸出金に準ずる債権を含む。

2022/3期 2022/9期
金額 構成比 金額 構成比

破綻先 496 0.5% 571 0.6%
実質破綻先 601 0.6% 542 0.5%
破綻懸念先 1,652 1.7% 1,624 1.7%
要注意先 40,986 42.0% 38,164 38.8%
要管理先 453 0.5% 582 0.6%
その他要注意先 40,532 41.5% 37,581 38.2%

正常先 53,870 55.2% 57,392 58.4%
合　計 97,606 100.0% 98,295 100.0%

自己査定 資金調達の状況

（単位：億円）
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